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パート１ 
国民会議と 

地域医療介護総合確保法 
 

           

２０２５年へ向けて、医療・介護のグランドデザインの議論        
社会保障制度改革国民会議（会長 清家慶応義塾大学学長） 

が2012年11月30日から始まった 

  

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E4%BF%9D%E9%9A%9C%E5%88%B6%E5%BA%A6%E6%94%B9%E9%9D%A9%E5%9B%BD%E6%B0%91%E4%BC%9A%E8%AD%B0%E3%80%80%E5%AE%89%E5%80%8D%E9%A6%96%E7%9B%B8&source=images&cd=&cad=rja&docid=qOeUAktpKy9doM&tbnid=AV3-z3Dub2ThGM:&ved=0CAUQjRw&url=http://www.kantei.go.jp/jp/96_abe/actions/201301/21shakaihoshou.html&ei=HScDUdfdJsqiigegvoDYCA&bvm=bv.41524429,d.aGc&psig=AFQjCNH0lMLJuC0dlEAeqcoiwrc8CZxEUg&ust=1359247518021709


社会保障制度改革国民会議 
最終報告書（2013年8月6日） 

 

最終報告が清家会長から安倍首相に手渡し 



国民会議報告のポイント 

• 医療提供体制の見直し 

–病床機能報告制度の早期導入 

– 病床機能の分化と連携の推進 

– 在宅医療の推進 

– 地域包括ケアシステムの推進 

– 医療職種の業務範囲の見直し 

– 総合診療医の養成と国民への周知 

– 医療法人制度・社会法人制度の見直し 



 
病床機能報告制度と 
次期医療計画見直し 

「病床機能情報の報告・提供の具体的なあり方に関する検討会」 
     （座長 学習院大学遠藤久夫教授） 



（機能が 
見えにくい） 

医療機能 
を自主的に 

選択 

医
療
機
関 

（A病棟） 
急性期機能 

（C病棟） 
慢性期機能 

（B病棟） 
回復期機能 

医療機能の現状と
今後の方向を報告 

都
道
府
県 

病床機能報告制度と地域医療構想（ビジョン）の策定 

○ 病床機能報告制度（平成26年度～） 
   医療機関が、その有する病床において担っている医療機能（病床機能区分）の現状と今後の方向を
選択し、病棟単位で、都 道府県に報告する制度を設け、医療機関の自主的な取組みを進める。 

○ 地域医療構想（ビジョン）の策定（平成27年度～） 
   都道府県は、地域の医療需要の将来推計や報告された情報等を活用して、二次医療圏等ごとの各医
療機能の将来の必要量を含め、その地域にふさわしいバランスのとれた医療機能の分化と連携を適切
に推進するための地域医療のビジョンを策定し、医療計画に新たに盛り込み、さらなる機能分化を推進。 
国は、都道府県における地域医療構想（ビジョン）策定のためのガイドラインを策定する（平成26年度
～）。 

医療機能の報告等を活用し、地域医療構想
（ビジョン）を策定し、更なる機能分化を推進 

（地域医療構想（ビジョン）の内容） 
 
  １．２０２５年の医療需要         
    入院・外来別・疾患別患者数  等 
   
 
  ２．２０２５年に目指すべき医療提供体制 
   ・二次医療圏等（在宅医療・地域包括ケアについては 
    市町村）ごとの医療機能別の必要量 
          
 
  ３．目指すべき医療提供体制を実現するための施策 
   例） 医療機能の分化・連携を進めるための施設設備、 
      医療従事者の確保・養成等 
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病床機能区分 

 

病床機能情報の報告・提供の具体的なあり方に関する検討会 
     （座長 学習院大学遠藤久夫教授） 



2013年9月4日 

https://www.cabrain.net/newspicture/20130904-7.jpg


 

医療介
護総合
確保法 

報告
制度 



病床区分ごとの基準病床数 

• 社会保障審議会医療部会（部会長：永井良三・自治
医科大学学長）2013年10月4日 

• 1案 

– 新しい病床機能の定義を、次期医療法改正に盛り込んだ
上で、現行の基準病床数（一般病床、療養病床を含む）
に基づく新規開設、増床の許可に係る仕組みを適用する 

• ２案 

– 医療法上の定義は変えないものの、病床機能報告制度
の中で定量的な基準を設けて、著しい偏りがあるなどの
場合、都道府県が一定の範囲内で補正できる仕組みを
取り入れる。 

•   



病床区分ごとの基準病床数案に反対相次ぐ 

• 日本病院会副会長 相沢孝夫氏 
– 「医療機関が必要な連携をしつつ、自主的に機能分化が進めるのが前提

のはず。2つ目の案で、（病床数適正化に向けて）『誘導』との表現がある
が、強制的に進めるようにしか見えない」。 

• 日本医師会副会長 中川俊男氏 
– 1案について「病床基準数を法律で定めるというのは硬直的な案。5年後、

10年後、何があるか分からず、柔軟に地域の医療機関が決められるよう
にすべき」、2案についても、基準を定める方向性に不満を示した。 

• 全国自治体病院協議会会長 辺見公雄氏 
– 、「公的病院では、自主的なベッド削減をほとんどやっている。民間病院も

経営の必要があり、上が決めなくても、ふさわしい医療をやっていく」 

• 慶応義塾大学経営大学院教授の田中滋氏 
– 「がちがちに基準を決めるのは良くない」 

 



第３案（修正案） 
• 修正案 

– 地域医療ビジョンで定めた医療機能の必要量に収斂させ
ていくため、医療機関相互の「協議の場」を設置 

– 医療機関に対して、協議の場への参加と合意事項への
協力などを努力義務とする案 

– 合意を無視して、必要量に照らして過剰な医療機能の病
床を増やそうとする、あるいは何らかの事情により、協議
が機能不全になったなどの場合に、都道府県によるペナ
ルティー的な対応を行う 

– ペナルティー案 

• ①医療機関名の公表、②各種補助金の交付対象や
福祉医療機構による融資対象からの除外、③地域医
療支援病院・特定機能病院の不承認・承認の取消 

 

ムチ！ 



機能分化と連携を進める 
医療機関に基金制度 

• 2014年度予算政府案 

– 厚生労働省が「新たな財政支援制度」として検討
を進めている基金制度に、約602億円を充てる 

– 地方の負担分を含めた基金の総額は約904億円 

– 機能分化・連携を進める医療機関への補助財源
とするほか、現在は地域医療再生基金を活用し
て取り組む医療従事者の確保・養成を目的とす
る事業も補助対象とする予定 

– 地域包括ケアシステムの構築を推進する目的で
、在宅医療・介護サービスの充実にも活用できる
ようにする方針 

 

アメ 



   地域医療介護総合確保法案のポイント 

基金の創設： 医療提供体制を見直す医療機関などに補助金を配るための
基金を都道府県に創設（2014年度） 

病床機能報告制度： 医療機関が機能ごとの病床数を報告する制度を導入
（2014年10月） 

地域医療構想： 都道府県が「地域医療構想」を作り、提供体制を調整（2015
年4月） 

医療事故を第三者機関に届けて出て、調査する仕組みを新設(2015年10月） 

「要支援」の人への通所・訪問看護サービスを市町村に移管(2015年4月から段階的
に） 

一定の所得がある利用者の自己負担割合を1割から2割に引き上げ(2015年8月） 

所得が低い施設入居者向けの食費・部屋代補助の対象を縮小(2015年8月） 

所得が低い高齢者の保険料軽減を拡充(2015年4月） 

特養への新規入居者を原則「要介護３以上」に限定(2015年4月） 

医
療 

介
護 

(カッコ内は施行時期） 

 
５月１４日衆院厚生 

労働委員会で強行
採決 



 

5月13日衆院 
厚生労働委員会で 
強行採決！ 



 

強行採決の前日、５月１３日衆議院厚生労働委員会参考人招致 
「地域包括ケアシステムにおける看護師・薬剤師の役割と課題」 



パート２ 
岩手県の医療と介護の 

現状と将来～医療圏見直し～ 

岩手県の2次医療圏データベースから見た将来像 

http://wrs.search.yahoo.co.jp/_ylt=A3xTpm_vEYBS.uMA6OODTwx.;_ylu=X3oDMTFqdWJxYWZzBHBhdHQDcmljaARwcm9wA21hcHMEcXADZ2VvcXAEc2MDR0VERARzZWMDc2MEc2xrA21hcA--/SIG=16gomqsee/EXP=1384225711/**http%3A//maps.loco.yahoo.co.jp/maps%3Fei=UTF-8%26type=scroll%26mode=map%26lon=141.15268371%26lat=39.70361935%26p=%25E5%25B2%25A9%25E6%2589%258B%25E7%259C%258C%26z=10%26layer=pa%26v=3%26ac=03


岩手県～人口激減、高齢者激増～ 
 

2040年に向けて 
岩手県の人口は30％減 
75歳以上人口は30％増 

国立社会保障・人口問題研究所〈２０１３年３月） 

人 



１－１．岩手二次医療圏の概要と特徴 

岩手県の二次医療圏の特徴 
 
①広い診療圏 
 岩手県は９つの二次医療圏で構成されるが、 
 うち７医療圏の面積は全国平均を超え、 
 医療機関の診療圏も必然的に広域化している。 
②盛岡への医療資源の集中 
 病院勤務医の57％が集中 
 全国平均を全て上回るのは盛岡のみ 
③他の医療圏での医療資源の不足 
 他の８医療圏は医療不足地域 
 救急救命センターのない医療圏が６医療圏 
④気仙・釜石・宮古への震災の影響 
 三陸地域は震災前から医療資源の不足地域で 
 あったが、さらなる状況悪化が懸念される。 
 
 
 
 

今回は震災前のデータを表示 

二次医療圏名称 市町村概要 面積（㎢） 人口（千人） 人口密度
病院

勤務医数
病床数 一般病床数

DPC対象
病院

大学病院
救急救命
センター

がん診療
拠点病院

全国平均 1,061 365 345 549 4,629 2,630 3.83 0.47 0.58 1.08
盛岡 盛岡市 3,642 481 132 866 8,575 4,759 4 2 1 2
岩手中部 花巻市 2,762 230 83 175 2,675 1,427 0 1 0 1
胆江 奥州市 1,173 141 120 114 1,835 1,026 1 0 0 1
両磐 一関市 1,320 135 103 114 1,786 1,264 1 0 0 1
気仙 大船渡市 890 70 79 59 745 506 1 0 1 1
釜石 釜石市 642 54 85 42 1,050 742 1 0 0 0
宮古 宮古市 2,672 92 35 53 1,501 603 0 0 0 1
久慈 久慈市 1,077 62 58 53 789 453 1 0 1 1
二戸 二戸市 1,100 60 55 55 779 540 1 0 0 1
赤字：全国平均を下回る（面積のみ上回る）医療圏 出典：二次医療圏データベース

盛岡医療圏への一極集中 



１－２．地理情報・人口動態 

・人口の36％が盛岡医療圏に集中。 
・盛岡以外の８医療圏が過疎地域（人口密度200人/㎢未満かつ人口30万人未
満）に該当。 
・2010年→2035年にかけての総人口減少率はすべての二次医療圏で全国平均
を下回り、 
・75歳以上人口増加率も全国平均（59％）を超えるのは盛岡のみ。 



３－２．医療提供体制の現状（２）救命センター・がん診療拠点病院・全身麻酔件数 

・６医療圏が救急救命セン
ター未設置。 
・全身麻酔の62％を盛岡医
療圏で実施。 



３－３．医療提供体制の現状（３）医師数・看護師数及び療法士数 

病院勤務医の57％が盛
岡に集中 

看護師の59％、療法士の
59％が盛岡に集中 



３－１．医療提供体制の現状（１）病院の総病床数及び機能別内訳 

療養病床は７医療圏で、回復期病床におい
ても５医療圏で全国平均を下回る。 

・人口10万人あたりの病床数は、５
医療圏で全国平均を下回る。 
・75歳1000人あたりベッド数では盛
岡以外の8医療圏で全国平均を下
回り、気仙医療圏では61床と全国
平均の2/3以下となっている。 



４－１．介護提供体制の現状（１）介護保険施設ベッド数と高齢者住宅数 

一部の医療圏で特養が全国平均を 
下回るが、介護３施設はほぼ充足。 

一方で高齢者住
宅数は、どの医療
圏でも不足。 



２－２．医療需要・介護需要の将来予測（２） 

盛岡以外の医療圏
総介護と７5歳以上

医療は増えるが、
総医療は減る 
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岩手の医療と介護の現状まとめ 
～各医療圏の地域特性を踏まえよう～ 

 
 
 

 
 
・2040年に向けて岩手県の人口は30％と激減、75歳以上人口は
29％激増 
・ ９つの医療圏別にみると、盛岡への医療資源の集中、他の８医
療圏での医療資源の不足、とくに三陸沿岸の3医療圏（気仙・釜
石・宮古）への震災の影響 
・2035年の医療・介護需要予測を2010年対比でみると・・・・ 
総医療需要 
 岩手県全体：4％減少、盛岡：10％増加、二戸：20％減少 
総介護需要予測 
 岩手県全体：23％増加、盛岡：52％増加、釜石：7％減少 

・療養病床は７医療圏で、回復期病床において、５医療圏で全国平
均を下回る。 

・一部の医療圏で特養が全国平均を下回るが、介護３施設はほぼ
充足、一方で高齢者住宅数は、どの医療圏でも不足。 
 



（参考）分析データの出所、他 

１．本分析データの出所は以下の通り。 
 
 ・岩手県保健医療計画 
   http://www.pref.iwate.jp/view.rbz?of=1&ik=0&cd=44962 
 
 ・日医総研ワーキングペーパー No.269 
   地域の医療提供体制現状と将来 
   - 都道府県別・二次医療圏データ集 - 
    高橋泰(国際医療福祉大) 江口成美 
   http://www.jmari.med.or.jp/research/summ_wr.php?no=494 
 
   

http://www.pref.tochigi.lg.jp/e01/pref/keikaku/bumon/hokeniryou.html
http://www.jmari.med.or.jp/research/summ_wr.php?no=494


医療計画と医療圏見直し 



医療計画見直しスケジュール（案） 
2010年       2011年 2012年 2013年 

 
 

厚
生
労
働
省 

 
 

都
道
府
県 

（10月～） 
社会保障審議会医療部会 

における議論 

（12月～） 
医療計画の見直し等に関する検討会 

医療計画作成指針の改正案等について
議論 

改正指針
等を都道府
県へ提示 

医療計画
の策定 

医療計画
の実施 

2008年～2012年（医療計画の5年間） 



医療計画見直し等検討会 

• 伊藤 伸一 日本医療法人協会副会長  

• 尾形 裕也 九州大学大学院医学研究院教授  

• 神野 正博 全日本病院協会副会長  

• 齋藤 訓子 日本看護協会常任理事  

• 末永 裕之 日本病院会副会長  

• 鈴木 邦彦 日本医師会常任理事  

• 池主 憲夫 日本歯科医師会常務理事  

• 中沢 明紀 神奈川県保健福祉局保健医療部長  

• 長瀬 輝諠 日本精神科病院協会副会長  

• 伏見 清秀 東京医科歯科大学大学院教授  

• 布施 光彦 健康保険組合連合会副会長  

• ○武藤 正樹 国際医療福祉大学大学
院教授  

• 山本 信夫 日本薬剤師会副会長  

• 吉田 茂昭 青森県立中央病院長 

第１回検討会 

2010年12月17日 
 



4疾患5事業の見直しの方向性 

• ４疾病 
–①がん 

–②脳卒中 

–③急性心筋梗塞 

–④糖尿病 

–⑤精神疾患 

 

２次医療圏見直し 

• 5事業 
–①救急医療 

–②災害医療 

–③へき地医療 

–④周産期医療 

–⑤小児医療 

–＊在宅医療構築
に係わる指針を
別途通知する 

   

 



 



人口２０万人未満で、 
流出率２０％以上、流入率20％未
満の医療圏を見直すことになった 

該当する医療圏は全国87医療圏 

岩手県も対象 



 



 

しかし、実際
に見直したの
は3県のみ 



見直しをしない理由 
～都道府県アンケート調査～ 

• 「見直す必要がない」（8府県、5府県は見直し対象圏域を含まない府県） 

• 「（見直しの）メリットがない」（4県） 

• 「医療資源の確保がより困難になる」（4県） 

• 「（見直しの）時間がない」（2県） 

• 「2次医療圏に関連づけられた拠点病院の指定などに影響が出る」（２県） 

• 「地域医療再生基金など進行中の事業計画に影響が出る」（２県） 

• 自由回答 

– 「見直しに伴い患者の利便性が低下するとの懸念から関係団体の理解が得られ
ない」 

– 「地域特性を考えると医療圏の合併は医療サービスの低下を招く恐れがある」 

– 「医療圏の中核病院の維持・強化が必要」「現医療圏での課題に取り組み、患者
の流出入を解消することが住民に望まれている」 



2次医療圏見直し圏域数の推移 

平成の市町村大合併 
（1999～2010年） 

地域医療再生資金（2009～2011年） 
 

第１期医療圏見直し
（医療圏増） 

第２期医療圏見直し 
（医療圏減） 

1985年医療法改正で 

医療計画がスタート 



 

新潟県における二次医療圏見直し 
13圏域（1987年）→７圏域（2006年） 



2次医療圏見直しの課題 

• 2次医療圏見直しを新たな基金で誘導しては
どうか？ 

– 新たな基金による医療機能分化の適応要件と2
次医療圏見直しをリンクさせる 

• 大都市部の医療圏見直しが残されている 

– これから起きる都市部の高齢化には、大都市部
の医療圏の見直しが必要 

– 県境医療圏問題もある 

– たとえば東京都およびその周辺県の医療圏の設
定はどうすればよいのか？ 

 



パート３ 
地域連携から地域統合へ 

統合モデルとしてのIHN 



国民会議報告のポイント 

• 医療提供体制の見直し 

– 病床機能報告制度の早期導入 

– 病床機能の分化と連携の推進 

– 在宅医療の推進 

– 地域包括ケアシステムの推進 

– 医療職種の業務範囲の見直し 

– 総合診療医の養成と国民への周知 

–医療法人制度・社会法人制度の見直し 



医療法人制度・社会法人制度の見直し 

 

• 医療法人等の間の競合を避け、地域における医療・介護サー
ビスのネットワーク化を図るためには、当事者間の競

争よりも協調が必要であり、その際、医療法人等が容易に再編
・統合できるよう制度の見直しを行うことが重要である。 

• このため、医療法人制度・社会福祉法人制度について、非営利性
や公共性の堅持を前提としつつ、機能の分化・連携の推進に資す

るよう、例えばホールディングカンパニーの枠組
みのような法人間の合併や権利の移転等を速やかに行うことがで
きる道を開くための制度改正を検討する必要がある。 

• 複数の医療法人がグループ化すれば、病床や診療科の設定、医
療機器の設置、人事、医療事務、仕入れ等を統合して行うことが
でき、医療資源の適正な配置・効率的な活用を期待することがで
きる。 

 



 



 



 



連携ネットワークから統合ネットワークへ 

• 地域連携ネットワーク（現状） 

– 経営主体の異なる医療機関・介護福祉施設の連携 

– 医療計画における連携推進 
• 疾病別・事業別ネットワーク 

• 地域統合ネットワーク（今後） 

– 経営主体の異なる医療機関、介護福祉事業体等を経営
統合した事業体を形成→IHN 

– IHNとは 
• 50km~100Km医療圏に急性期病院、回復期リハ、慢性期病院、

診療所、介護施設、在宅医療・介護 

• 売り上げ規模1000億～2000億円規模の統合ネットワーク 

• 保険者、物流、医療人材、情報の統合ネットワークを形成 

• 医療人材養成機関（大学）を併設あるいは連携 



 

地域連携ネットワークから地域統合ネットワークへ 

Ｊk 

地域統合ネットワーク 
 

共同購入 クラウド 
電子カルテ 

        日本版ＩＨＮ 
半径５０Ｋｍ~１００Km 圏内に急性期病院、

回復期リハ病院、慢性期病院、診療所、
介護福祉施設、大学の統合ネットワーク
（ＩＨＮ）を形成、売り上げ1000億～2000億
円規模 

非営利ホールデ
イングカンパニー 

 

今後 



医療法人法の改正 

• 経済財政諮問会議（議長：安倍首相） 

– 伊藤元重東大教授 

– 医療法人法の改正（規制緩和） 

• 医療法人同士の合併や権利の移転をしやすくするよう
な医療法人制度の規制緩和を進めるべき 

– 新型医療法人 

• 国や自治体が運営する公設病院や健保組合が運営
する公的病院などもグループに参加できるような地域
経営統合の道を開く 



 
統合モデルとして注目を集める 

IHN(Integrated Healthcare Network)とは？ 

 
 

キヤノングローバル戦略研究所 研究主幹 

国際医療福祉大学大学院特任教授 

         松山幸弘氏 

ここからは松山先
生のスライドお借り

しました 



 

IHN（Integrated Healthcare Network)の 
定義と成功条件 



 

１つの広域医療圏で設立する 
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⑧その他  

【ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞカンパニー】 

①電子ｶﾙﾃＩＤＣ機能  
②人材供給・教育機能  
③共同購買機能  
④画像診断ｾﾝﾀ機能  
⑤ｅ－ＩＣＵ運営機能 

経営資源の共有 情報の共有 

人材派遣ｾﾝﾀｰ  

最先端医療機器  

全国共通電子ｶﾙﾃｼｽﾃﾑ  

１患者１ｶﾙﾃでﾁｰﾑ医療  

ICｶｰﾄﾞ、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの活用  

複数医療機関を中心とした運営組織の設立 
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非営利保険会社  

臨床治験ｻｰﾋﾞｽ  

ﾍﾞﾝﾁｬｰﾌｧﾝﾄﾞ  

病院ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ  

医療機器開発  

       など 

医療機関及び医療関連企業、医師会、大学、行政の共同出資会社 



パート４ 
国内外のIHN事例 

センタラヘルスケア（バージニア州ノースフォーク） 



米国のIHN 



 

IHNは 
米国モデル 



 



 



IHNモデルの形成の過程 

・米国の病院はもともと民間非営利が中心で構成 

・1980年後半から1990年代に政府の医療費抑制策に
より病院の収益が悪化 

・またマネジドケアに対抗するため病院の統合による
規模拡大が盛んになった 

• 統合は1980年代は類似の機能をもつ病院の水平統
合から始まった 

• 1990年代からは垂直統合によるIHNが盛んになって
現在に至る 

 

 



IHNモデルの成功の秘訣 

• 地域における医療機関の大規模な統合ネットワー
クの形成 

• 規模のメリット、ネットワーク内の機能分化と重複投
資の防止を通じて、浮いた財源で医療技術の進歩
に合わせた設備投資と人材育成を継続 

• 医療人材養成機関（医学部、看護学部など）を併設 

• 医療における民間的経営手法を徹底的に追求する 

• 医療と経営の分離 

• 民間非営利手法による地域連携から地域統合へ 

 



 ＩＨＮモデル分類   松山幸弘氏 

• ①純民間型・１地域密着型 
– センタラ・ヘルスケア（バージニア州

ノースフォーク） 

– インターマウンテン・ヘルスケア（ユ
タ州ソルトレーク） 

• ②自治体立・１地域密着型 

– サラソナ・メモリアル・ヘルス
ケア（フロリダ州） 

• ③全国展開型 
– アセンション・ヘルス（カトリック系） 

– カソリック・ヘルスケア・ウェスト 

• ④純民間・医科大学業
務提携型 
– センタラ・ヘルスケア 

– ワシントン大学と業務提携し
たＢＪＣヘルスケア（ミズーリ
州セントルイス） 

• ⑤医科大学主導型 
– ＵＰＭＣ（ピッツバーグ大学メ

デイカルセンター、ペンシル
ベニア州ピッツバーグ） 

• ⑥完全統合クローズ型 

– カイザーパーマネンテ
（カリフォルニア州オーク
ランド市） 

 

    

 



①純民間型・１地域密着型 
センタラ・ヘルスケア 

• センタラヘルスケア 
– センタラ・ノーフォーク総合病

院を中核とし、半径100キロ
メートルの医療圏に約120の
医療関連施設を保有する複
合事業体 

– 総合病院と小児専門病院な
どの専門病院を中核として医
療機関を経営統合 

– 医科大学を併設 
– 開業医ネットワークとの連携 

– 機能の重複を上手く避けて、
互いに補完し合っている 

– 規模のメリットを追求 
 

 

ノースフォーク バージニア州 
   センタラヘルスケア 



 

Sentara Healthcare 



 

Sentara Healthcare 



 

② 



 

Sarasota Memorial Health Care System 



 



 



 

Sarasota Memorial Hospital  
規模は小さいがグローバルスタンダード 



 

⑤医科大学主導型  
UPMC(ピッツバーグ大学メデイカルセンター） 



 



 



 





米国以外のIHN 

オーストラリア  カナダ 

http://overseas.ci-xx.org/admin/wp-content/uploads/kokki.jpg


 



 



 
日本版IHN事例 



 



 

２０１４年４月開院した 

佐久医療センター（４５０床） 



 



 



 



パート５ 
公立病院経営改革ガイドライン 

～再編ネットワーク化～ 

総務省（2007年） 

公立病院経営悪化  
 



 



 



 



 



 



 



公立病院改革ガイドライン 

• 背景 

– 公立病院経営悪化 

– 自体財政悪化 

• 公立病院改革プラン 

– 2007年総務省の懇
談会スタート 

– 2008年プラン作成 

• 公立病院改革プランの３つ
の柱 

– ①経営効率化      

• 3年程度（2010年ごろまで） 

– ②再編・ネットワーク化 

• 5年程度（2012年ごろまで） 

– ③経営形態の見直し   

•  5年程度（2012年ごろまで） 

 

 



①経営の効率化 
• 経営指標に係る数値目標を設定 

– １） 財務の改善関係（経常収支比率、職員給与費比
率、病床利用率など） 

– ２） 公立病院として提供すべき医療機能の確保など 

• 一般会計からの所定の繰出後、「経常黒字」が
達成される水準を目途 
– （地域に民間病院が立地している場合、「民間病院並

の効率性」達成を目途） 

–  病床利用率が過去3 年連続して７０％未満の病院は
病床数等を抜本的見直し 



②再編・ネットワーク化 

• 都道府県は、再編・ネットワーク化に医療計
画の改定と整合を確保しつつ、主体的に参画 

• 二次医療圏等の単位での経営主体の統合を
推進 

• 医師派遣拠点機能整備推進。病院間の機能
重複を避け、統合・再編含め検討 

水平統合をめざしてる 



 



③経営形態の見直し 

• 人事・予算等に係る実質的権限、結果への
評価・責任を経営責任者に一体化 

• 選択肢として、地方公営企業法全部適用、地
方独立行政法人化、指定管理者制度、民間
譲渡を提示 

• 診療所化や老健施設、高齢者住宅事業等へ
の転換なども含め、幅広く見直し 
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参照：公立病院事業の主な経営形態 

地方公営企業法 

全部適用 

独立行政法人  

非公務員型 

指定管理者制度 

開設者 地方公共団体 地方独立行政法人 地方公共団体 

事業責任者 病院事業管理者 法人の長（理事長） 受託事業者（公益
法人、医療法人等） 

病院の位置づけ 都道府県が設置す
る地方公営企業 

都道府県が設置す
る地方独立行政法
人 

公設民営 

職員の身分 地方公務員 民間職員と同様 受託者の職員 

（民間職員）となる 

経営 管理者の権限と責
任において経営を
行う 

設立団体の長（知
事）が中期目標を設
定する 

受託契約の範囲内
で受託者が事業を
実施する 



 
公立病院再編事例 

経営形態見直しと 

再編ネットワーク化 
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事例：指定管理者 
富山県氷見市民病院   

～医科大学附属病院としての再生～ 

• 金沢医科大学付属病院を指定管理者として、 

 公設民営で２００８年４月1日から再スタート。 

 数値目標として財政健全化達成 

◆医科大学が公立病院の指定管理者になるのは全国でもめず
らしい⇒公立病院の経営モデルに 

 

• 「聖域」無き改革に挑戦し効率的な運営体質がつくられた。 

 

• 分限免職・本庁と一体で委員会報告を忠実に実行した。 

 

• 氷見堂故市長は最後までぶれなかった。  

長隆氏資料より 
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事例：氷見市民病院 改革前収支 

 医業損益は平成１６年度までは改善していたものの、平成１７年度から悪化へ転じ、
１８年度には医業損失が６億円を超える予測であった。 

経常損益も平成１６年度までは概ね低位で推移していたものの、平成１７年度から損
失の額が増加している。 

 
医業損益・経常損益の推移
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事例：氷見市民病院 改革前患者数 

医師不足問題が表面化するずっと以前から、患者離れは進んでおり、 
これは自治体病院の全国的な傾向となっている 
近隣の高岡市に患者は流れていた。          

過去3ヵ年の患者数の推移
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事例 金沢医科大学を指定管理
者として付属病院化した 

• 現在、金沢医科大学氷見市民病院として指定管理
者制度のもとに経営を行っている 

• 医師、大学が経営している強みを活かし、充足して
いる。臨床研修医とのマッチング率100％ 

• 看護師支援の施策を行っている。 

 

  経営改革そのものは難儀しながらも成功した。 

 ⇒良い経営を継続するためには、改革後も「魅力の
ある病院づくり」というフォローが必要 
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平成23年9月1日 新病院建築移転 
建設費 約50億円という賢明な選択 



２０２５年へのロードマップ 
～医療計画と医療連携最前線～ 

• 武藤正樹著 

• 医学通信社  

• Ａ５判 ２２０頁、２６００円 

• 地域包括ケア、医療計画、診
療報酬改定と連携、２０２５年
へ向けての医療・介護トピック
スetc 

• ４月発刊 

 

日野原先生にもお読みいただいています。 

これは
良く分
かる 



           

    

            まとめと提言 
 

・岩手県もこれから人口激減・高齢者激増社会を迎える 

 

・まず医療圏見直しを次回医療計画へむけて考慮すべき、
そして広域で地域医療再編・統合の道を模索すべき 

 

・非営利性を厳格化した地域統合モデルのIHNに注目が
集まっている 

 

・大学・自治体病院を中核としたIHNモデルは岩手におい
て可能だろうか？ 

 

 

 

 



ご清聴ありがとうございました 

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイ
トに公開しております。ご覧ください。 

 
武藤正樹 検索 クリック 

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで 
  gt2m-mtu@asahi-net.or.jp 
 

国際医療福祉大学クリニックhttp://www.iuhw.ac.jp/clinic/ 
で月・木外来をしております。患者さんをご紹介ください 

フェースブッ
クで「お友達
募集」をして

います 
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